
 
 

第２章 内水・外水による統合的浸水ハザード評価手法の開発 

 

 水災害による被害の低減を図るための情報として、洪水浸水想定区域（水防法第 14 条：国土交通省、

2015）、雨水出水浸水想定区域（同 14 条の 2）、高潮浸水想定区域（同 14 条の 3）、これらに基づく各

自治体のハザードマップ （例えば、国土交通省、2009）、浸水ナビ（国土交通省）等が提供されている。 

しかし、住民・事業者が自ら建物浸水に対する被害防止・低減のための戸別対策について検討するた

めの情報として活用するのは容易ではない。その要因として、氾濫を引き起こす事象別（河川氾濫、内

水氾濫、高潮氾濫）にそれぞれ異なる確率規模で想定されているため、自らの建物に対してどの程度の

浸水が想定されているのか（例えば、床上浸水が生じる確率など）といった「浸水ハザード」が把握し

にくいことが挙げられる。 

本章では、上記課題への取り組みとして、事象と確率規模を分けずに、発生確率の高い内水氾濫から

発生確率は低いものの浸水する範囲や深さなどが大きい外水氾濫に至るまで統合的に扱って浸水ハザ

ードを評価する手法について検討した結果をまとめて示すものである。 

本研究では、以下に要点を示す 2 種類の手法について検討を加えた。 

 

① 内水・外水の同時生起確率を考慮する手法 

本川流域と内水河川流域の流域平均降雨量の同時生起確率分布から浸水深超過確率分布を算定す

る手法（２．１参照） 

② 同一降雨量（確率規模）に対して生じうる浸水深の範囲（値域）を評価する方法 

本川流域と内水河川流域の流域平均降雨量、河口水位など諸条件を系統的に変化させて浸水深を算

定し、その結果を降水量の年超過確率と浸水深との関係図としてまとめることで、同一の年超過確

率に対して生起しうる浸水深の値域を得る手法（２．２参照）。 

 

手法①は、降水量の年超過確率評価においては本川流域での一雨期間内での本川と内水それぞれの河

川流域降雨量を 2 変数とした同時生起確率評価を行うものであり、内水・外水に分けずにそれらを統合

して氾濫水深と確率の関係を評価する手法である。合理的である反面、確率評価の手順が複雑かつ労力

が大きいなど課題を有する。具体には、従来の降雨確率評価手法と比べると、同時生起とみなす降雨デ

ータ整理や 2 変数確率分布の設定などの作業が追加され、限られた降雨実績データからのパラメータ設

定にさらなる工夫が必要であることが挙げられる。 

手法②は、浸水ハザード情報の作成・提供を実践し、もって地域の様々な主体による対策実施判断を

支援できるようにすることを優先し、また、全国の都市における適用を念頭に置き、厳密な内外水同時

生起確率の議論に入り込まずに、既往実績等から想定しうる降雨事象等の発生シナリオを設定し、降雨

量の超過確率と浸水深の関係などを評価する手法について検討したものである。 

両手法の技術的な観点からの対比については、２．１．１および２．１参考 2)を参照されたい。また、

気候変動による将来の降雨量増加について、上記手法②による統合的評価を活用して推算した結果を２．

３に示す。 
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２．１ 外水・内水の同時生起を考慮した氾濫計算 

２．１．１ 同時生起確率による統合的浸水ハザード評価の基本的考え方 

 

ある建物で防水板の高さを設定するにあたり、どの程度の確

率規模の浸水まで防げるか（すなわち、防水板より低い水深に

とどまる洪水の発生確率）は大きな関心事となるであろう。そ

うした場面で適用しうる浸水深－年超過確率の関係の算定方

法として、以下の 2 手法が挙げられる。 

・ タイプ A：ある降雨量に対して、他の要因（変数）につ

いてはその生起しうる全範囲内のある一部（ある一定値

または値域）をとるとした一定条件の下で算定した確率

（条件付き確率）。一定条件の例としては浸水深や浸水

継続時間が最大となるなどの浸水ハザードが最も厳し

くなる条件が挙げられる。 

・ タイプ B：上記のような条件を設けずに、複数の要因（変

数）の様々な組み合わせを考慮して算定した確率 

例えば、図 2.1.1 に示す単純な流域をもつ場合、本川河川の

水深 hr や氾濫水深 hf が、総雨量 r のほか、河口水深（潮位）ho

や降雨時空間分布 di との関数として算定でき、r,ho,di がそれぞ

れ確率事象である場合、タイプ A の条件付き確率では ho,di を

上記の条件を満たす値に固定して確率を求めることに相当する。また、図 2.1.1 に示した内水河川（ま

たは雨水管路）からの氾濫のみを対象としてタイプ A の検討を行う場合、上に記した氾濫水深 hf の条件

付き確率の求め方において、河口水深 ho を排水先となる河川水深 hr に、かつ流域総雨量 r を内水河川等

の小流域に降る短時間豪雨の雨量 rp に置き換えればよい。統合的な確率評価の観点からは、ho, hr を一

定値とした条件付き確率から、それらを変数に戻して「条件付き」を外した確率評価を行う手法が別途

必要となる参考 1)。 

タイプ B のアプローチを内水氾濫に適用する本研究では、hr を固定せず、r,ho,diの関数となる変数と

して扱う。したがって、hf は rp,r,ho,di の関数となり、生起確率の評価もその関係のもとで行うこととな

る。そのため、取り扱う変数が増え、生起確率評価の手順が複雑かつ労力（データ整理や確率分布の設

定など）が大きくなる。その反面、内水・外水の氾濫に関わる変数を一括して取り扱うので、内水・外

水に分けずにそれらを統合して氾濫水深と確率の関係を合理的に評価できる特長がある参考 1)。 

本節では、タイプ B による統合的な確率評価の手順、具体には一雨期間内での rp, r の同時生起確率を

考慮する参考 2)手法を提示し、それをモデル流域に適用して氾濫水深と確率の関係を算定した結果を示す。

あわせてタイプ B の複雑さ、労力を軽減する試み（近似的な手法とその適用条件）に関する考察を示す。 

  

２．１．２ 外水及び内水の同時超過確率の算出 

 

（１）データ整理 

 まず、直近 30 年間のアメダス時間雨量データを用いて、ティーセン法で算出した研究対象河川（流

域面積：約 1,700km2）の治水基準地点上流域における流域平均 1 時間雨量とモデル地区（研究対象河

川の 1 つの氾濫ブロック、面積：約 7.5km2）近傍に設置されている雨量観測所における 1 時間雨量を

図 2.1.1 外水・内水氾濫水深 hf に関わ

る水文・水理量 
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整理した。次に、図 2.1.2に示すように、無降雨期間（洪水到達時間内の流域平均雨量が常に 0.5mm 未

満の期間）を除いた降雨が連続する期間を一雨期間として設定し、一雨期間内の雨量から外水氾濫を規

定する雨量（以下、外水氾濫規定雨量）として流域平均 2 日雨量、内水氾濫を規定する雨量データ（以

下、内水条件規定雨量データ）として 2 日最大 1 時間雨量をそれぞれ算出した。 

 
図 2.1.2 データ整理のイメージ図 

 

上記の手順で外水条件規定雨量及び内水条件規定雨量を整理した結果、図 2.1.3 に示すように 30 年

間で 3097 降雨が抽出された。 

 

     
 

図 2.1.3 外水条件規定雨量及び内水条件規定雨量 

 

 雨量データを用いて極値統計解析を行う場合、通常は雨量観測で得られる年最大雨量データが用いら

れる。しかし、外水と内水の同時生起を考慮する場合、年最大雨量データを用いる手法では、外水と内

水で同一の降雨事例を扱えない可能性がある。そこで、外水条件規定雨量及び内水条件規定雨量に対し
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てそれぞれ閾値を設定した上で、いずれかの閾値を超過する降雨イベントのデータを全て使用して極値

解析を行うことにした。なお、閾値の設定については、図 2.1.4 に示すように標本平均超過関数（高橋

ほか、2016）と年平均生起回数（西岡ほか、2002）をもとに設定し、図 2.1.5 に示すように指数分布の

SLSC(Standard Least Square Criterion)の値から閾値の妥当性を確認した。ここで、SLSC は値が小

さいほどデータに対する確率分布関数の適合度が良いと判断される指数であり、0.04 以下であれば適

合度を満足するとされる場合が多い。その結果、外水条件規定雨量の閾値は 70mm、内水条件規定雨量

の閾値は 10mm となり、外水条件規定雨量及び内水条件規定雨量のデータ整理で抽出した 3097 降雨の

うち、設定した閾値のいずれか一方の値を超過したのは 329 降雨となった。 

 

  
図 2.1.4 外水条件規定雨量及び内水条件規定雨量の閾値設定 

 

 
 

図 2.1.5 外水条件規定雨量及び内水条件規定雨量の指数分布の適合度評価 

外水閾値：70mm 

SLSC：0.024 

内水閾値：10mm 

SLSC：0.016 

確
率
年
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（２）Freund の二変数指数分布 

 閾値を超過したデータを使って極値統計解析を行う場合、通常は一般パレート分布が用いられる。本

研究では 2 日最大 1 時間雨量等の短時間降水量を扱うことから、一般パレート分布ではなく指数分布を

採用し（国土交通省、2014）、外水条件規定雨量及び内水条件規定雨量の二変数を扱う指数分布として、

同時超過確率の解析解を得ることができる Freund の二変数指数分布（栗田ほか、2000）を適用するこ

ととした。 

 閾値を超過した 329 降雨を対象に、Freund の二変数指数分布を適用し、下記の式より外水条件規定

雨量 r 及び内水条件規定雨量 rp の同時超過確率を算出した。算出した同時超過確率 P の等値線として確

率年 200 年まで整理したものを図 2.1.6 に示す。 

 

𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  𝑟൯  

    𝑟  𝑟の場合 

ൌ  
𝑏ଵ ∙ exp ሺെ𝑎ଶ ∙ 𝑟ሻ

𝑎ଵ  𝑏ଵ െ 𝑎ଶ
ൣ𝑒𝑥𝑝൛െሺ𝑎ଵ  𝑏ଵ െ 𝑎ଶሻ𝑟ൟ െ 𝑒𝑥𝑝ሼെሺ𝑎ଵ  𝑏ଵ െ 𝑎ଶሻ𝑟ሽ൧  𝑒𝑥𝑝ሼെሺ𝑎ଵ  𝑏ଵሻ𝑟ሽ 

𝑟 ൌ 𝑟の場合  

=    expሼെሺ𝑎ଵ  𝑏ଵሻ𝑟ሽ 

𝑟  𝑟の場合 

ൌ  
𝑎ଵ ∙ exp ሺെ𝑏ଶ ∙ 𝑟ሻ

𝑎ଵ  𝑏ଵ െ 𝑏ଶ
ൣ𝑒𝑥𝑝ሼെሺ𝑎ଵ  𝑏ଵ െ 𝑏ଶሻ𝑟ሽ െ 𝑒𝑥𝑝൛െሺ𝑎ଵ  𝑏ଵ െ 𝑏ଶሻ𝑟ൟ൧  𝑒𝑥𝑝൛െሺ𝑎ଵ  𝑏ଵሻ𝑟ൟ 

 

ここで、r：外水条件規定雨量、rp：内水条件規定雨量、𝑎ଵ、𝑎ଶ、𝑏ଵ、𝑏ଶ：母数パラメータである。 

 

 
図 2.1.6 等確率年線図 
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２．１．３ 外水及び内水の同時生起を考慮した氾濫計算 

 

 外水及び内水の同時生起を考慮した氾濫計算を実施するためには、外水氾濫を引き起こす降雨と内水

氾濫を引き起こす降雨が同時に生起する確率を算出した上で、外水及び内水氾濫計算を実施する必要が

ある。本研究では、上記２．１．２の手法で外水条件規定雨量と内水条件規定雨量が同時に超過する確

率を算出するとともに、「外水氾濫を引き起こす降雨の間に、内水氾濫を引き起こす降雨が発生した」と

いう仮定のもと、外水氾濫及び内水氾濫による浸水深分布を算定することで、外水及び内水の同時生起

を考慮した氾濫計算を試みた。 

 

（１）外水及び内水氾濫計算の実施 

 外水氾濫による浸水深分布を算定するために、研究対象河川の治水基準地点上流域における降雨の時

空間分布を 0、50、100、150、200、250、300、350、400mm/2d の 9 ケース設定し（基準となる降雨

波形を引き伸ばし、あるいは押し縮め）、貯留関数法によって河川流量を算出した。その後、河道の一次

元不定流計算を行い、研究対象河川の氾濫想定地点において河道水位が計画高水位を超過した場合に破

堤するものとした。破堤後は、モデル地区について平面二次元不定流計算を行い、外水氾濫による浸水

深分布（空間解像度：25m メッシュ）を算定した。なお、破堤箇所は 1 地点とし、モデル地区近傍の河

道について浸水シミュレーションを行い、最も浸水範囲が広がる地点を選定した。 

また、内水氾濫による浸水深分布を算定するために、モデル地区における降雨の時間分布（空間的に

一様と仮定）を同様に 6 ケース（0、30、60、90、120、150mm/h）設定し、モデル化した下水管路網

流れの計算を InfoWorksCS によって行った。この算定結果からマンホール（立坑）における管内圧力

水頭を抽出し、地盤面との差として浸水深を算定する簡略化を行っている。各マンホール位置での浸水

深を線型補間することで、25m メッシュ（外水氾濫と同一）の浸水深分布を求めた。なお、モデル地区

内の排水ポンプの影響を考慮するために、研究対象河川の水位が一定の水位まで上昇すると、排水ポン

プの運転を停止する設定とした。 

本川河口に与える出発水位は、河口がピーク流量に到達する時点までは河道計画検討に用いた水位と

等しい一定値とし、その後は天文潮位変動を参考に降下・上昇を繰り返す時間変化値として設定した。 

この出発水位を与えて算定した本川水位の時間変化を、内外水氾濫計算に共通して与えている。ただし、

内外水氾濫が重畳する氾濫計算は行わず、上記の内水・外水氾濫計算で得た最大浸水深の大きい方をと

る簡略化を行っている。 

 

（２）外水及び内水の氾濫計算結果 

表 2.1.1 に示すように、外水氾濫計算で設定した降雨の時空間分布及び内水氾濫計算で設定した降雨

の時間分布を組み合わせた 53 ケースを設定し、外水及び内水氾濫計算を実施した。 

氾濫計算結果の一例として、ある地点における等氾濫水深線図を図 2.1.7 に、またモデル地区におけ

る最大浸水深分布を図 2.1.8 示す。 
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表 2.1.1 外水及び内水の氾濫計算ケース 

 
 

   
図 2.1.7 ある地点における等氾濫水深線図の一例    図 2.1.8 外水及び内水の最大浸水深分布の一例 

（浸水深：青囲みは内水氾濫、赤囲みは外水氾濫）       （外水 400mm/2d、内水 150mm/h の場合） 

 

（３）最大浸水深別の確率年の算定 

 Freund の二変数指数分布で整理した確率年と 53 の氾濫計算ケースで得られた外水及び内水の氾濫

計算結果を用いて、モデル地区の全てのメッシュを対象に、横軸を確率年、縦軸を最大浸水深とする散

布図を作成した（以下、「最大浸水深―確率年」図）。ここで各プロットの確率年（年超過確率 P の逆数）

は、各氾濫計算に与えた表 2.1.1に示した雨量 r､rp 値の組み合わせを式 1/ 𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  𝑟൯に与えて算

定している。その一例を図 2.1.9 に示す。図中には、氾濫水深 hf の確率年 1/ 𝑃൫𝐻  ℎ൯の算定結果を太

水色線で併記した。𝑃൫𝐻  ℎ൯は、ある hf を超過する氾濫計算結果となる雨量 r､rp の範囲を例えば図

2.1.7 から得て、その範囲において確率密度関数を積分することで得られる(参考 1)参照)。 

図 2.1.9 を見ると確率年が 20 年ほどまでは最大浸水深が緩やかに増加しているが、その後は急激に

増加しており、発生確率が高い内水氾濫から発生確率が低い外水氾濫までの最大浸水深の関係性がシー

ムレスに表現できていることが分かる。また、40 年までは浸水していないが、その後、最大浸水深が急

激に上昇しているメッシュもあれば、100 年を過ぎても最大浸水深が緩やかに増加しているメッシュも

あり、モデル地区内の地域によって、確率年と最大浸水深の関係が異なっていることが分かった。 
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なお、図 2.1.9 に一例を示したようにある確率年を境に外水氾濫による浸水深が急増するのは、破堤

箇所と氾濫開始水位、および降雨の時空間分布をそれぞれ一条件に絞った計算であることも要因の一つ

と考えられる。 

 

  

 

 

 

図 2.1.9 「最大浸水深―確率年」図の一例 

 

 モデル地区内の全てのメッシュを対象に作成した「最大浸水深―確率年」図をもとに、最大浸水深別

にモデル地区における確率年の分布図を作成した。その一例を図 2.1.10～2.1.12に示す。図 2.1.10 を

見ると、最大浸水深が 10cm では確率年の分布が空間的に一様で、かつ確率年の値が小さいことから、

主に内水氾濫よる浸水と考えられる。また、図 2.1.11 を見ると、最大浸水深 100cm になると確率年が

大きいことから、主に外水氾濫による浸水と考えられる。さらに、図 2.1.12 を見ると、最大浸水深 40cm

では地域によって確率年の値に違いが見られ、内水氾濫と外水氾濫による浸水が混在していると考えら

れる。 
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  図 2.1.10 確率年の分布図（最大浸水深 10cm）    図 2.1.11 確率年の分布図（最大浸水深 100cm） 

 

 
図 2.1.12 確率年の分布図（最大浸水深 40cm） 

 

２．１．４ まとめ 

 

 本研究では、発生確率の高い内水氾濫から発生確率は低いものの浸水ハザードは大きい外水氾濫に至

るまで、統合的に浸水ハザードを評価するための手法を検討した。その結果、Freund の二変数指数分

布で算出された外水及び内水の同時超過確率の値と降雨の様々な組み合わせを適用した氾濫解析によ

る最大浸水深分布を活用することで、任意の地点においてある浸水深を超える氾濫の生起確率を「最大

浸水深―確率年」図を作成し、さらにそれを活用して最大浸水深別の確率年 1/ 𝑃൫𝐻  ℎ൯をモデル地区
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平面図に重ね合わせた図を作成することができた。 

本研究で検討した手法は、「最大浸水深―確率年」図を作成するには大量に氾濫計算を行う必要があ

るため、実用化に向け、計算コストを改善する等の課題がある。 

今回のモデル地区では、図 2.1.7に示したように、外水条件規定雨量のみによって内水のみと外水の

氾濫発生を区分でき、かつ内水氾濫では外水条件規定雨量によらず内水条件規定雨量のみの関数として

氾濫水深の変化が表せ、同様な関係が外水でも認められる結果となった。この場合には、超過確率

𝑃൫𝐻  ℎ൯を次式から算定できる。 

内水氾濫のみ発生する範囲 

𝑃൫𝐻  ℎ൯ ൌ 𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  0൯  𝑃൫𝑅  0, 𝑅  𝑟൯ െ 𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  𝑟൯ 

外水氾濫の発生範囲 

𝑃൫𝐻  ℎ൯ ൌ 𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  0൯ 

ここで、𝑟は内水と外水の氾濫発生範囲を区分する外水条件規定雨量、𝑟, 𝑟は所定の氾濫水深ℎに対応

する外水・内水条件規定雨量である。 

𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  0൯は、従来の高水計画などに用いている𝑟に対する極値統計から導くことができる（例

えば図 2.1.5 参照）。したがって外水氾濫については、𝑟との同時生起を考慮することなく従来の方法で

統合的浸水確率が算定できることとなる。 

また、𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  𝑟൯が𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  0൯  𝑃൫𝑅  0, 𝑅  𝑟൯に比べて微小とみなせる場合には、上

記した「内水氾濫のみ発生する範囲」の式で右辺最終項を省略することで近似値が求められる。今回の

モデル地区の算定例である図 2.1.7 において内水氾濫水深ℎ ൌ 0.22𝑚の場合にこの議論を当てはめる

と、同図から𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  0൯ ൎ 1/50（𝑟は表 2.1.1 に示した計算ケースのうち外水氾濫水深が最小の

1.6m に対応する150𝑚𝑚として設定）、𝑃൫𝑅  0, 𝑅  𝑟൯ ൎ 1/0.5（𝑟 ൎ 30𝑚𝑚）に対して、𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅 

𝑟൯ ൎ 1/200となり、1 オーダーの精度で近似値が求められる。このように上記議論の条件を満たすと、

外水と同様に内水氾濫についても従来の方法で統合的浸水確率が算定できる場合があると考えてよい

であろう。この場合、𝑟と𝑟が確率事象として独立か否かによらずに成立するので、それに関わる検討、

例えば同時生起確率の検討を省略できるという特長があげられる。 

上記の知見を活用しつつ、今後も引き続き外水氾濫及び内水氾濫による土地毎の浸水ハザード評価手

法（例えば、北野ほか、2018）について研究を進めていく予定である。 

 

 

参考 1）条件付き確率 

 河川水深 hr が総雨量 r と河口水深 ho と図-参 1a)に示す関係があり、この関係が降雨時空間分布 di に

よって変化する、という関数が成り立つことを仮定する。また、r,ho,di がそれぞれ確率事象であり、

その生起確率 p は図-参 1b)に示す分布を持ち、それを式(1.1)に示す確率密度関数 f により表す。 

𝑝ሺ𝑟, ℎ, 𝑑ሻ ൌ 𝑓ሺ𝑟, ℎ, 𝑑ሻ𝑑𝑟𝑑ℎ 

𝐷 ∋ ሺ𝑑ଵ, 𝑑ଶ, ⋯ , 𝑑, ⋯ , 𝑑௫ሻ       (1.1) 

 ここで、di(i =1～max)は離散変数であり、生じうる降雨分布として定めた全集合 D の要素である。サ

フィックス i は同一の r,ho に対して、hr が昇順となるように付すとする（hr が最大値をとる降雨分布は

dmax）。 
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a)河川水深 hr と河口水深 h0･雨量 r の関係 b) r と h0 の 2変数生起確率密度     c)河川水深 hr と年超過確率 P の関係 

図-参 1 河川水深を例とした条件付き確率を考慮した確率水深に関する概念図 

 

ここで、di = dmaxとする条件付き確率は式(1.2)で与えられる。 

𝑝ሺ𝑟, ℎ|𝑑௫ሻ ൌ
𝑓ሺ𝑟, ℎ, 𝑑௫ሻ𝑑𝑟𝑑ℎ

∬ 𝑓ሺ𝑟, ℎ, 𝑑௫ሻ𝑑𝑟𝑑ℎ
ஶ



≡
𝑝ሺ𝑟, ℎ, 𝑑௫ሻ

𝑝ሺ𝑑௫ሻ
 

さらに条件を追加し、ho が最大値 homaxとする条件付き確率は式(1.3)で与えられる。 

𝑝ሺ𝑟|ℎ௫, 𝑑௫ሻ ൌ
𝑓ሺ𝑟, ℎ௫, 𝑑௫ሻ𝑑𝑟

 𝑓ሺ𝑟, ℎ௫, 𝑑௫ሻ𝑑𝑟
ஶ



≡
𝑝ሺ𝑟, ℎ௫, 𝑑௫ሻ

𝑝ሺℎ௫, 𝑑௫ሻ
 

 河川整備に関わる検討では、超過確率を用いるのが一般的である。式(1.2), (1.3)より、超過確率および

di = dmax かつ ho = homaxの条件付き超過確率は式(1.4), (1.5)となる。 

𝑃൫𝑅  𝑟, 𝐻  ℎ, 𝐷 ∋ 𝑑ሺஸஸ௫ሻ൯ ൌ  න න 𝑓ሺ𝑟, ℎ, 𝑑ሻ𝑑𝑟𝑑ℎ

ஶ



ஶ



௫

ୀ

≡ 𝐹ሺ𝑟, ℎ, 𝑑ሻ 

𝑃ሺ𝑅  𝑟|ℎ௫, 𝑑௫ሻ ൌ
 𝑓ሺ𝑟, ℎ௫, 𝑑௫ሻஶ

 𝑑𝑟

 𝑓ሺ𝑟, ℎ௫, 𝑑௫ሻ𝑑𝑟
ஶ



 

なお、r,ho,di が相互に独立である場合には関数 f は式(1.6)で与えられるので、超過確率式は式(1.7), 

(1.8)となる。 

𝑓ሺ𝑟, ℎ, 𝑑ሻ𝑑𝑟𝑑ℎ ൌ 𝑔ଵሺ𝑟ሻ𝑔ଶሺℎሻ𝑝ሺ𝑑ሻ𝑑𝑟𝑑ℎ     (1.6) 

𝑃൫𝑅  𝑟, 𝐻  ℎ, 𝐷 ∋ 𝑑ሺஸஸ௫ሻ൯ ൌ  න න 𝑔ଵሺ𝑟ሻ𝑔ଶሺℎሻ𝑝ሺ𝑑ሻ𝑑𝑟𝑑ℎ

ஶ



ஶ



௫

ୀ

 

≡ 𝐺ଵሺ𝑟ሻ𝐺ଶሺℎሻ  𝑝ሺ𝑑ሻ
௫

ୀ

≡ 𝑃ଵሺ𝑅  𝑟ሻ𝑃ଶሺ𝐻  ℎሻ𝑃൫𝐷 ∋ 𝑑ሺஸஸ௫ሻ൯ 

𝑃ሺ𝑅  𝑟|ℎ௫, 𝑑௫ሻ ൌ
 𝑔ଵሺ𝑟ሻ𝑔ଶሺℎ௫ሻ𝑝ሺ𝑑௫ሻஶ

 𝑑𝑟

 𝑔ଵሺ𝑟ሻ𝑔ଶሺℎ௫ሻ𝑝ሺ𝑑௫ሻ𝑑𝑟
ஶ



≡ 𝐺ଵሺ𝑟ሻ ≡ 𝑃ଵሺ𝑅  𝑟ሻ 

 独立である場合は式が単純になるため、条件付きとなしで超過確率が異なり、条件付きの確率値のほ

(1.2) 

(1.3) 

(1.4) 

(1.5) 

(1.8) 

(1.7) 
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うが大きくなることが明確に分かる。 

 ここまでを予備的な検討として、図-参 1a)の関係を表す式(1.9)を用いて hr についての超過確率

𝑃ሺ𝐻  ℎሻを導く。なお、式の導出の本質を損なわずに複雑さを緩和するため、di は独立と仮定する（す

なわち𝑃ሺ𝐻  ℎ|𝑑௫ሻ ൌ 𝑃ሺ𝐻  ℎሻ）。 

ℎ ൌ ℎሺ𝑟, ℎሻ , ℎ ൌ 𝜂ሺ𝑟, ℎሻ , 𝑟 ൌ 𝜌ሺℎ, ℎሻ      (1.9) 

hr を所与の値 hr’として、この値以上の河川水深となる r と ho の組み合わせは、式(1.10)で求められる。 

ℎ ൌ 𝜂ሺ𝑟, ℎ′ሻおよび𝑟  0, または 𝑟 ൌ 𝜌ሺℎ′, ℎሻおよびℎ  0   (1.10) 

したがって、𝑃ሺ𝐻  ℎ|𝑑௫ሻはこれら組み合わせの範囲で積分することで式(1.11)のように導かれる。 

𝑃ሺ𝐻  ℎሻ ≡ 𝑃ሺ𝑅  𝜌ሺℎ, ℎሻ, 𝐻  0ሻ ൌ න න 𝑓ሺ𝑟, ℎሻ
ஶ

ఘሺ,ೝሻ
𝑑𝑟𝑑ℎ

ஶ


 

また、河口水深が homaxとなる条件付きの超過確率は式(1.12)となる。 

𝑃ሺ𝐻  ℎ|ℎ௫ሻ ≡ 𝑃ሺ𝑅  𝜌ሺℎ௫, ℎሻ|ℎ௫ሻ ൌ
 𝑓ሺ𝑟, ℎ௫ሻஶ

ఘሺೌೣ,ೝሻ 𝑑𝑟

 𝑓ሺ𝑟, ℎ௫ሻ𝑑𝑟
ஶ



 

r,hoが相互に独立である場合は、式(1.11),(1.12)に式(1.6)を代入することで式(1.13),(1.14)が求められる。 

𝑃ሺ𝐻  ℎሻ ൌ න න 𝑔ଵሺ𝑟ሻ𝑔ଶሺℎሻ
ஶ

ఘሺ,ೝሻ
𝑑𝑟𝑑ℎ

ஶ


 

ൌ න 𝐺ଵ൫𝜌ሺℎ, ℎሻ൯𝑔ଶሺℎሻ𝑑ℎ

ஶ


ൌ න 𝑃ଵ൫𝑅  𝜌ሺℎ, ℎሻ൯𝑝ଶሺℎሻ

ஶ


 

 

𝑃ሺ𝐻  ℎ|ℎ௫ሻ ൌ
 𝑔ଵሺ𝑟ሻ𝑔ଶሺℎ௫ሻஶ

ఘሺೌೣ,ೝሻ 𝑑𝑟

 𝑔ଵሺ𝑟ሻ𝑔ଶሺℎ௫ሻ𝑑𝑟
ஶ



ൌ න 𝑔ଵሺ𝑟ሻ
ஶ

ఘሺೌೣ,ೝሻ
𝑑𝑟 

ൌ 𝐺ଵ൫𝜌ሺℎ௫, ℎሻ൯ ൌ 𝑃ଵሺ𝑅  𝜌ሺℎ௫, ℎሻሻ 

 

 式(1.11)～(1.14)から、図-参 1c)に示す河川水深の年超過確率曲線図に関して以下の特徴が読み取れる。 

・ 横軸に用いる超過確率は、ho について条件付きとする場合（タイプ A）と条件を設けない場

合（タイプ B）では、本文中に述べたように異なる式となる（式(1.11)と式(1.12)）。 

・ r,ho が相互に独立である場合は、homaxについて条件付き超過確率の関数は、r の超過確率の

関数 G1 として与えられる（式(1.14)）。 

・ 同じく独立の場合には、関数形 G1 は ho によらず同一となることに留意すると、式(1.14)の

条件付き homax を様々な値 ho に置き換えても同一関数 G1 で図-参 1c)に示す横軸𝑃ሺ𝑅  𝑟ሻを

算定できるので、黒実線群で示すように任意の ho に対する分布曲線群を「同一横軸を持つ」

図として表すことができる。 

・ 上記のようにして描いた分布曲線群に、図-参 1c)に青線で示すようにそれぞれの ho の生起

確率𝑝 ൌ 𝑝ଶሺℎሻ ൌ 𝑔ଶሺℎሻ𝑑ℎを割り当てると、式(1.13)の積分式内に表れる P1 と p2を表示す

ることができる。このように図化すると hr, P1, p2 間の関係から各変数の関係性を俯瞰でき

る（例えば同一の横軸 P1 すなわち r に対する hrの範囲など）ため便利である。 

・ 図-参 1c)の分布曲線ごとに任意の縦軸 hr 値に対応する P1 と p2 の値を横軸および青線の確

率密度分布から読み取り、それらの積をとって積算すると、これは式(1.13)右辺の積分に相

(1.11) 

(1.12) 

(1.13) 

(1.14) 
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当するので、𝑃ሺ𝐻  ℎሻが算定できることが分かる。この値を横軸に与えると、同図に赤線・

赤字で併記したように𝑃ሺ𝐻  ℎሻを図示することができる。ただしこの場合、横軸の超過関

数はこれまで見てきた条件付き超過確率（黒字）と異なることに留意されたい。 

・ 図-参 1c)は、上記のように情報理解のうえで利便性があるため、独立ではない場合にも用

いられることがある。その場合、式(1.11)右辺の被積分項は式(1.1),(1.3)より𝑓ሺ𝑟, ℎሻ𝑑𝑟𝑑ℎ ൌ

𝑝ሺ𝑟, ℎሻ ൌ 𝑝ሺ𝑟ሻ𝑝ሺℎ|𝑟ሻである *)ので、図-参 1c)の横軸は𝑝ሺ𝑟ሻから算定される超過確率

𝑃ሺ𝑅  𝑟ሻ、各曲線に付記した確率は青線で示す生起確率𝑝 ൌ 𝑝ሺℎ|𝑟ሻから与えられる。このよ

うに独立の場合と類似した図化が可能だが、𝑃ሺ𝐻  ℎሻの算定には、上記した図を活用した

算定は適用できない。式(1.11)に立ち返って𝑝ሺ𝑟ሻ𝑝ሺℎ|𝑟ሻの積分として算定することとなる。 

*) : 𝑝ሺ𝑟ሻ ൌ  𝑓ሺ𝑟, ℎሻ𝑑ℎ
ஶ

 , 𝑝ሺℎ|𝑟ሻ ൌ
ሺ,ሻ

 ሺ,ሻௗ
ಮ

బ

 

 説明のために縦軸に河川水位を用いたが、上記は他の縦軸、例えば氾濫水深（ハザード曲線図）や浸

水被害（リスク曲線図）にも同様に当てはまる。これら曲線図は、変数が独立であるか、また図化する

上での情報の読み取りやすさの工夫の仕方から、厳密にみると上記したような差異がある。第２章以降

では、これに細かく言及することはないが、記載内容について深く吟味される場合には十分に留意され

たい。 

 

参考２）一雨期間内での rp, r の同時生起確率 

 氾濫水深 hf は、内水河川の小流域内の短時間豪雨雨量 rpと排水先となる河川流域の総雨量 r と図-参

2a)に示す関係があり、この関係が河口水深 hoおよび降雨時空間分布 di によって変化する、という関数

が成り立つと仮定する。なお氾濫の特性として、ひとたび外水氾濫が生じるとその hf は内水氾濫のみ

による値に比べてかなり大きく、そのため外水氾濫が生じると不連続的に hf が急増する場合を取り扱

うこととする。このような特性をもつ例として、高さのある河川堤防により防護されている低平な堤

内地が挙げられる。 

また、rp,r,ho,di がそれぞれ確率事象であるが、以下では式の導出の本質を損なわずに式の導出を簡

略化するため、ho,di は独立と仮定する。生起確率 p は式(1.15)により与えられるとする。 

𝑝൫𝑟, 𝑟, ℎ, 𝑑൯ ൌ 𝑓൫𝑟, 𝑟൯𝑔ଶሺℎሻ𝑝ሺ𝑑ሻ𝑑𝑟𝑑𝑟𝑑ℎ 

𝐷 ∋ ሺ𝑑ଵ, 𝑑ଶ, ⋯ , 𝑑, ⋯ , 𝑑௫ሻ       (1.15) 

 確率密度関数 f を積分して得られる超過確率 P（関数 F）は図-参 2b)に示すような分布、すなわち r

が大きくなると小さな rp の生起確率は相対的に小さくなるという分布をもつと仮定する。 

 図-参 2a)に併記した黒破線 a,b,c は、内水氾濫のみが生じる r の範囲内にあり、この破線に沿って hf

と rp の関係が得られる。また、参考１）の最後の「・」に記載した考え方をここでも適用し、rp を超過

確率𝑃ଶ൫𝑅  𝑟൯ ≡ 𝑃൫𝑅  0, 𝑅  𝑟൯に換算することで、hf と P2 の関係が黒破線 a,b,c ごとに得られる。

これを図化したのが図-参 2c)の黒実線である。同様に赤破線 a,b,c について外水氾濫が生じる範囲にお

ける hf と𝑃ଵሺ𝑅  𝑟ሻ ≡ 𝑃൫𝑅  𝑟, 𝑅  0൯の関係を求め、図-参 2c)に赤実線で併記した。これらは、内水と

外水に要因を分けて検討する場合に相当する。 

 これらに対して、内水・外水の統合確率評価により得られる hf と𝑃൫𝐻  ℎ൯の関係を図-参 2c)に緑実

線で併記した。緑実線は、図-参 2a)において任意の hf 以上となる領域(r, rp)を求め、それと同一の領域

に対して𝑓൫𝑟, 𝑟൯𝑑𝑟𝑑𝑟を積分することで得られる。ho,di をそれらが定義される値域内で変えると、それ

ぞれの組み合わせに応じた緑実線が得られる。その組み合わせの生起確率𝑔ଶሺℎሻ𝑝ሺ𝑑ሻ𝑑ℎを各緑実線に

乗じて積分することで、rp,r,ho,diの全てを考慮した統合確率評価が算定できる。 
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a)氾濫水深 hf と本川･内水河川雨量 r, rp の関係 b)r, rpの 2変数生起確率密度   c)氾濫水深 hf と年超過確率 P の関係 

図-参 2 同時生起確率を考慮した確率氾濫水深に関する概念図 

 

 

２．２ 資産被害低減対策行動を促す統合的浸水ハザード評価手法 

２．２．１ 新たな統合的浸水ハザード評価手法開発の必要性 

 

河川・下水道等の水害防止・低減施設の設計規模を超える豪雨等が頻発する現状において、社会全体

で水害リスクを低減していくことが重要である。 

このような社会全体での水害リスク低減施策を推進していく際には、想定する全ての規模の豪雨・洪

水外力に対して当該施策による完全なる被害防止は見込めないことを前提とせざるを得ないことを踏

まえ、水害被害の発生確率と被害の大きさとの関係を表現する水害リスクを指標として活用し、水害リ

スク情報の社会での共有を通じた水害被害防止・低減対策の推進を図ることが有効ではないかと考えら

れる。 

現在、水害リスク情報の検討に必要な浸水ハザード情報として、洪水浸水想定区域（水防法第 14 条）、

雨水出水浸水想定区域（同 14 条の 2）、高潮浸水想定区域（同 14 条の 3）の各図、これら等に基づく各

自 治 体 の ハ ザ ー ド マ ッ プ 、 浸 水 ナ ビ （ 地 点 別 浸 水 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 検 索 シ ス テ ム

http://suiboumap.gsi.go.jp/ShinsuiMap/Map/）等が提供されているが、水害被害防止・低減対策の推進

においてこれらの浸水ハザード情報を活用する際の主な課題を挙げると次のようになる。 

(1)洪水浸水想定区域図の場合、想定最大規模（確率年が数百年を優に超える規模）等の洪水を対象と

した浸水域・深であり、平均寿命、建物が存続する平均年数等を踏まえると、実感しにくい（使いにく

い）浸水ハザード情報と考えられる。 

(2)河川・下水道等の防災施設ごとの安全度（年超過確率・その逆数としての確率年）は比較的多くの

場合に情報提供されているものの、建物立地地点等の場所ごとの浸水ハザード情報は国管理の大河川の

洪水浸水想定区域図等に限られている。 

(3)国管理河川、都道府県管理河川、下水道、高潮・津波等、所管・災害原因別に浸水ハザード情報（地

図）が提供されており、これらを統合した場所ごとの浸水ハザード情報は提供されておらず、場所ごと

の浸水ハザードの高低がわかりにくく、対策の優先順位の検討、浸水に脆弱な施設の立地場所の選定等

において浸水ハザード情報を考慮しにくい。 
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(4)現行の浸水ハザード情報には主に①過去の浸水実績に基づくもの②仮想降雨に基づくシミュレー

ション結果に基づくものがあるが、前者は説得力はあるものの、その後河川・下水道施設整備等が進め

られた場合「もう大丈夫」と無視されてしまう可能性があり、同施設の整備後の状況を表現できない難

点があると考えられる。また、経年的な浸水実績等に基づき浸水ハザード情報の説得力を継続的に維持・

高めていくことが重要である。 

なお、本節では以下「浸水ハザード評価手法」の開発について述べているが、当該浸水ハザード情報

と浸水深別被害額等の関係情報を掛け合わせることにより、水害リスク情報を作成することができるも

のである。 

 

２．２．２ 統合的浸水ハザード評価手法開発方針 

  

上述の課題を踏まえ、下記の方針で新たな統合的浸水ハザード評価手法を開発した。開発に当たって

は、広く全国へ展開することが可能な手法であることを重視し、必要なデータの収集・分析が過大と考

えられる手法は除外することとした。 

1) 河川・下水道施設等の整備による地域の水害リスク低減対策の推進を前提としつつ、施設設計規模

を超える規模の豪雨・洪水生起時の被害を低減するための具体的な水害被害防止・低減対策の検討

を技術的に支援するため、確率年が比較的小さい規模の豪雨・洪水を含めた浸水ハザード情報を作

成・提供する。（２．２．１の課題(1)に対応） 

2) 建物立地地点等の場所ごとの浸水ハザード情報を作成・提供するため、対象地域の 25m メッシュで

浸水ハザード情報を作成・提供する。（同(2)に対応） 

3) 大・中小河川、下水道、高潮を統合した浸水ハザードを作成・提供する。（同(3)に対応） 

4) 場所ごとの浸水深に影響すると考えられる降雨量、河口水位、排水ポンプの運転状況等を変化させ

たシナリオを複数設定し、シナリオごとの浸水範囲・深をシミュレーションした結果を浸水ハザー

ド情報として整理・図示することにより、今後実際に発生する豪雨時の降雨量、河口水位、排水ポ

ンプの運転状況等のデータに基づき浸水ハザード情報の信頼性の向上を図りうるものとした。（同

(4)に対応） 

 

２．２．３ 統合的浸水ハザード評価手法の概要 

 

評価手法の手順を図 2.2.1 に示す。その要点について以下に説明する。 

 

（１）対象地域に応じた災害種類・外力の抽出・整理 
 水害リスク低減対策の推進に必要な浸水ハザード情報の作成・提供を行う地域の過去の災害履歴、地

形・河道特性、資産分布等を踏まえ着目すべき災害種類（外水氾濫、内水氾濫、高潮氾濫など）を抽出

する。災害種類の抽出に当たっては、発生確率は稀であるが発生した場合に極めて甚大な被害が生じる

災害、頻発しているものの 1 回当たりの被害規模は比較的小さいものなど、地域の実情、関心事、優先

事項に応じて抽出するものとし、抽出する災害種類の数は 1 つに限定しないものとする。 

 抽出された災害種類ごとに、当該災害種類の規模に大きく影響する外力を選定・整理する。例えば、

下水管網の雨水処理能力を超える規模の豪雨による浸水（内水氾濫）を災害種類とするのであれば、1

時間降雨量、排水ポンプの運転に影響する排水先河川の水位等を選定し、大河川の氾濫による浸水（外

水氾濫）を災害種類とするのであれば、流域平均○日雨量（流域の流出特性に応じて選定）、河口水位等
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を選定する。 

 

（２）年最大降雨事象等の抽出・整理 
 抽出された災害種類ごとに選定された降雨量等について、降雨の時空間分布等を設定するために、過

去の年最大降雨の時空間分布データ等を収集・整理する。なお、下水管網の雨水処理能力を超える規模

の豪雨については、排水区の面積と地上雨量計による計測データの存在状況を踏まえ、空間分布は均一

と仮定しても差し支えないものとし、10 分雨量による時間分布を考慮するものとした（10 分雨量デー

タが入手できない場合には時間均一降雨を仮定するものとした）。 

 また、河口水位については、過去の最高・最低潮位・潮位偏差について、洪水との同時生起も考慮し

つつ収集・整理する。 

 さらに、排水ポンプ場、排水門等の操作規則等を収集・整理する。 

 

（３）確率規模別浸水深分布の算定手順 
 内外水統合的浸水ハザード評価手法の手順例を図 2.2.1 に示す（図中カッコ内のパターン数等の数値

は本手法をモデル地区において試験適用した際の値を参考までに示したもの）。ここで、モデル地区と

は一級河川国土交通大臣直轄管理区間の河口付近の氾濫ブロックを念頭に想定した面積約 7.5km2 の地

区であり、当該一級河川の流域面積は約 1,700km2、同基準地点上流の流域面積は約 1,500km2、モデル

地区に接する同河川区間延長は約 9.4km、既往検討における計画降雨継続時間は 2 日である。 

また、高潮による浸水深分布の算出手順を図 2.2.2 に示す。 
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なお、本研究では、高潮については別途メッシュ別浸水深として考慮することとし、統合はしなかっ

た。これは、高潮の潮位別再現期間の設定が困難であったためである。 

 

２．２．４ 統合的浸水ハザード評価例 

  

以下に、モデル地区における統合的浸水ハザード情報試算例を示す。 

本試算では外水氾濫計算は 25m メッシュの平面 2 次元不定流計算で行った。また、下水道からの氾

濫計算（内水氾濫計算）は InfoWorks ICM による計算結果を外水氾濫計算と同じ 25m メッシュ値に換

算した。具体的には、LP データによる地盤高情報から地表面を三角形の非構造メッシュに分割し、マ

ンホールから流入出する水を地表面メッシュに与えて二次元の氾濫計算を行っている。 

なお、２．１に示した同一のモデル地区で実施した内水氾濫計算結果（25m メッシュ浸水深）は、以

下に示す本試算結果よりも大きい傾向にあった。この主たる要因は、２．１ではマンホール（立坑）に

おける管内圧力水頭と地盤面との差として浸水深を算定する簡略化（２．１．３参照）を行っている一

方で、本試算では上記したように地表と下水道の水のやりとりを考慮した二次元氾濫計算を行っている

ためであると考えられる。 

モデル地区の地盤高分布を図 2.2.3、試算手順を図 2.2.4に示す。 
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図 2.2.3 モデル地区地盤高分布 

 

 

図 2.2.4 モデル地区での試算手順 
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 試算例として、内外水を統合したメッシュ別浸水深分布（年超過確率 1/75 規模・河口出発水位中位）

の結果を図 2.2.5 に示す。なお、同図中「最大値と最小値の平均」とは、数多くのシナリオに基づく浸

水深評価をせずに簡便にシナリオ中央値に近い浸水深を求める手法を検討するために試算したもので

あるが、図 2.2.5(2)の「中央値」と「最大値と最小値の平均」との間には浸水深分布に明瞭な違いが認

められるため、浸水深が最大値・最小値となりそうな浸水シナリオを最初から推定し、これら 2 シナリ

オのシミュレーション結果のみに基づき中央値を推定することは難しそうである。なお、後述の図 2.2.7

に例示するように、内水氾濫による節点ごとの浸水深分布は、最大値と最小値の差が小さい場合がある

ため、一定の条件を満たす場合には浸水深が最大値・最小値になりそうなシナリオを推定するなどして

シミュレーションを実施する、といったシナリオ数の削減ができそうであるが、引き続き研究が必要で

ある。 

また、高潮浸水深分布の試算例を図 2.2.6 に示す。 

 

   
図 2.2.5(1) 年超過確率 1/75 規模降雨時の浸水深分布試算例（左：最大値 右：最小値） 
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図 2.2.5(2) 年超過確率 1/75 規模降雨時の浸水深分布試算例（左：中央値、右：最大値・最小値の平均） 

図 2.2.6 高潮浸水深分布試算例（計画高潮位）

 節点ごとの浸水深分布の試算例を図 2.2.7に示す。なお、確率規模別浸水深の中央値の表示に当たっ

ては、内外水別々に表示している。図中水色線は浸水深の中央値を概略結んだ曲線である。

 図 2.2.7に示す浸水ハザード情報を利用した水害被害防止・低減対策の検討にあたっては、外水氾濫

による浸水深が内水氾濫による浸水深を上回る確率規模においては、外水氾濫による浸水深を念頭に置
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いた検討が妥当と考えられる（同図中外水による浸水深中央値が内水による浸水深中央値を上回る確率

規模では外水による浸水深中央値についてのみ水色線を引いた）。

図 2.2.7(1) モデル地区のモデル商店②の近接節点のうちの南西節点（地盤高 3.42m） 

図 2.2.7(2) モデル地区のモデル住宅②から東へ約 75m 離れたメッシュ（地盤高 4.38m） 

２．２．５ 統合的浸水ハザード評価手法に関する考察 

 開発した統合的浸水ハザード評価手法の新規性について図 2.2.8、従来のハザードマップとの違いを

図 2.2.9、統合的浸水ハザード情報活用の考え方を図 2.2.10 に示す。また、同手法の長短所については

以下のとおり考えられる。 
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① 本研究で開発した手法は、図 2.2.11 のように、一定の降雨規模（横軸。内水であれば近傍の雨量観

測所の 1 時間雨量等、外水であれば流域平均 2 日間雨量等）に応じた浸水深が降雨の時空間分布、

潮位（河口出発水位）等により変化しうる幅を複数のシナリオを設定することにより概略想定し、

これらの分布幅から、目的に応じた浸水ハザード情報を切り出すものである。例えば、避難場所・

ルートの検討においては図 2.2.11に水色で示す「試算上最大値」を検討することが望ましい浸水ハ

ザード情報であり、個別建物の新・改築時のかさ上げについて検討する際には「試算上最大値」と

共に同赤色で示す「試算上平均値」が適切な浸水ハザード情報と考えられる。 

② このように、一定の降雨規模に応じた浸水深の起こりうる幅を踏まえた浸水ハザード情報を活用し

た水害被害防止・低減対策の検討・推進を行うことによる利点としては下記が考えられる。 

(1) 同一規模の降雨事象が発生しても、浸水範囲・深が異なることがある（より小さくなることもあ

る）ことが示されるため、浸水ハザード情報に対する信頼性が高まり、それに基づいて評価した

水害リスク情報を踏まえた水害被害防止・低減対策の促進に寄与すると考えられる。 

(2) 継続的に地域の降雨量と浸水範囲・深に関するデータを収集・蓄積し、浸水範囲・深評価手法・

仮定条件の妥当性について検証していくことができる。また、検証結果に基づき評価手法・仮定

条件の改善を行っていくことにより浸水ハザード情報の精度・信頼性の向上を継続的に図って

いくことができる。（従来の単一シナリオ型では、例え実際の浸水範囲・深が浸水ハザード情報

と異なっていたとしても、シナリオが異なるためなのか、評価手法・仮定条件に問題があるため

なのか判然としない） 

一方、欠点としては、 

(1) 情報が複雑で分かりにくい 

(2) 浸水ハザード情報作成により多くのデータが必要であるとともに計算等の手間が掛かる 

ことが考えられる。 

気候変動による将来の豪雨・洪水の外力変化を踏まえた浸水ハザード情報提供については、将来予測

において現在の科学技術では避けることのできない不確実性が存在することを踏まえ、参考情報として

提供することが考えられる。例えば、国総研資料第 749 号「気候変動適応策に関する研究（中間報告）」

（2013 年 8 月）の II-122～II-125 頁に降雨継続時間別の豪雨量倍率が全国 16 地域別（1 級水系の存在

しない島嶼を除く）に例示されており、これらの倍率を現況の確率規模別降雨強度に掛け合わせること

により将来の同降雨強度の概略変化を想定し、それを用いた被害額推算を行うことで浸水ハザードの変

化を評価し、参考情報として提供することが考えられる（２．３、３．３参照）。 
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２．２　資産被害低減対策行動を促す 
統合的浸水ハザード評価手法



 
 

 

図 2.2.8 統合的浸水ハザード評価手法の新規性 

 

 

図 2.2.9 統合的浸水ハザード情報と従来のハザードマップとの違い 

 

確率年 

確率年 
確率年 

確率年 
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図 2.2.10 統合的浸水ハザード情報活用の考え方 

 

 
図 2.2.11 統合的浸水ハザード評価結果概念図 

 

２．３ 気候変動を考慮した統合的浸水ハザード評価 

２．３．１ 手法の概要 

本節では気候変動による将来の豪雨・洪水の外力変化を踏まえた浸水ハザード情報の提供を目指し、

現在気候の確率降雨量に対して気候変動影響を考慮した場合の将来における確率降雨量の評価手法に

ついて示す。 
ここでは、気候変動の考慮にあたり、現在気候の降雨量に対して降雨継続時間別に（確率規模によら

ず）一定の降雨量の変化倍率をかけることで各確率規模に対する将来気候における降雨量を求める。そ

の際、将来予測において比較的大きな不確実性を有することを前提として、気候変動予測の幅の上・中・

図 
2.2.9 

確率年 
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下位に相当する 3 種類の倍率を用いることとした（詳細については、気候変動適応研究本部（2013）を

参照のこと）。 

現在気候の各確率規模における降雨量（現在の降雨量－確率年関係）と地域別豪雨量倍率（図 2.3.1

に示す α）の積をとることで引き延ばしを行い、将来気候における気候変動考慮後の確率規模別降雨量

（気候変動後の降雨量－確率年関係）を導出する。上記２つの関係により、ある確率規模（図 2.3.1の

例では 50 年確率）の現在気候における降雨量について、同雨量の将来気候における確率年（図 2.3.1 の

例では 35 年）を算出することが可能となる。 

 

図 2.3.1 気候変動を考慮した確率年算出概念図 

 

２．３．２ モデル地区における気候変動による降雨量の変化 

２．２にて統合的浸水ハザード評価の検討を行ったモデル地区を対象として、２．３．１にて示した

現在気候の降雨量に対する気候変動考慮手法の適用を行う。まず、気候変動に伴う降雨継続時間別の地

域別豪雨量倍率を現在気候における確率規模毎の降雨量に掛け合わせることで降雨量の引き延ばしを

行う。ここで採用する降雨量の変化倍率は、国総研の試算（気候変動適応研究本部（2013））による地域

別豪雨量倍率とする。国総研による地域別豪雨量倍率は、気候変動予測の不確実性を踏まえ複数のシナ

リオを想定することとし、将来気候における豪雨量倍率を上位値、中位値、下位値それぞれ導出されて

いるが、本検討においては４つの気象予測シミュレーション結果（水平解像度 20km メッシュの 21 世

紀気候変動予測革新プログラムGCM20前期実験（以下、前期GCM20）、同後期実験（以下、後期GCM20）、

また、前期 GCM20 及び後期 GCM20 をそれぞれ境界条件として実験された水平解像度 5km メッシュ

の前期 RCM5、後期 RCM5）による各豪雨量倍率を踏まえ、上位値は 4 つのシミュレーション結果の最

大値、中位値は 4 つのシミュレーション結果の平均値、下位値は 4 つのシミュレーション結果の最小値

として設定した。なお、２．２にて統合的浸水ハザード評価を行うにあたり、内水については降雨継続

時間 1 時間雨量、外水については 2 日間流域平均雨量（48 時間雨量）を用いていることを踏まえ、豪雨

量倍率についても降雨継続時間 1 時間（表 2.3.1）と降雨継続時間 48 時間（表 2.3.2）をそれぞれ用い

た。 
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表 2.3.1 モデル地区の属する地域における豪雨量倍率一覧表（降雨継続時間 1 時間） 

 
 

表 2.3.2 モデル地区の属する地域における豪雨量倍率一覧表（降雨継続時間 48 時間） 

 
 

降雨引き延ばしの対象とする現在気候における降雨および各豪雨量倍率により引き延ばしを行った

降雨量一覧を、降雨継続時間 1 時間雨量について表 2.3.3、2 日間流域平均雨量（48 時間雨量）につい

て表 2.3.4に示す。 

 

表 2.3.3 気候変動考慮後降雨量一覧（降雨継続時間 1 時間） 

 
※実測値に基づく値         

 

 

 

 

下位値 中位値 上位値
前期GCM20 1.21 1.25 1.29
後期GCM20 1.19 1.23 1.26
前期RCM5 0.97 0.98 0.99
後期RCM5 1.26 1.28 1.3

0.97 1.19 1.3

下位値 中位値 上位値
前期GCM20 1.12 1.15 1.18
後期GCM20 1.07 1.11 1.15
前期RCM5 0.99 1 1.02
後期RCM5 1.16 1.17 1.18

0.99 1.11 1.18

上位 中位 下位
2 32.05 42 38 31
3 37.31 49 44 36
5 43.29 56 51 42
7 47.13 61 56 46
10 51.23 67 61 50
20 59.11 77 70 57
30 63.77 83 76 62
50 69.73 91 83 68
70 72.68 94 86 70
80 74.06 96 88 72
100 76.76 100 91 74
150 81.19 106 96 79
200 84.82 110 101 82

降⾬量（mm/hr）（将来気候）降⾬量※

（mm/hr）
確率年
（年）
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表 2.3.4 気候変動考慮後降雨量一覧（降雨継続時間 48 時間） 

 

※実測値に基づく値         

表 2.3.3、表 2.3.4 に示した現在気候の降雨量と確率年の関係及び各豪雨量倍率による引き延ばし後

の各降雨量と確率年の関係をそれぞれ図 2.3.2、図 2.3.3 に示す。また、一定期間内の日降水量等の短

時間降水量は指数分布で表されることが多い（国土交通省、2014）ことから、モデル箇所における降雨

量と確率年の関係は指数分布にて表されるものと仮定した上で、各プロットに対して指数近似により近

似式を算出し、その結果を同図に点線で示した。 

  

図 2.3.2 降雨量－確率年関係（降雨継続時間 1 時間） 

上位 中位 下位
2 150 177 166 149
5 200 236 222 198
10 243 287 269 241
30 279 329 309 276
40 293 346 324 290
50 320 378 354 317
75 340 401 377 337
100 360 425 399 356
150 380 448 421 376
200 395 466 437 391
220 400 472 443 396

確率年
（年）

降⾬量※

（mm/48hr）
降⾬量(mm/48hr)（将来気候）

48

国土技術政策総合研究所資料 第1080号 2019年7月 
Technical Note of NILIM, No.1080, July 2019

２．内水・外水による統合的浸水ハザード評価手法の開発



 
 

 

図 2.3.3 降雨量－確率年関係（降雨継続時間 48 時間） 

 

各豪雨量倍率により導出した降雨量－確率年関係の近似式は以下の通り。 

【降雨継続時間 1 時間】 

○現在気候の場合              y = 0.1101×e0.0885x 

○将来気候（豪雨量倍率上位予測値）の場合  y = 0.1101×e0.0681x 

○将来気候（豪雨量倍率中位予測値）の場合  y = 0.1101×e0.0747x 

○将来気候（豪雨量倍率下位予測値）の場合  y = 0.1101×e0.0912x 

 

【降雨継続時間 48 時間】 

○現在気候の場合              y = 0.1246×e0.0188x 

○将来気候（豪雨量倍率上位予測値）の場合  y = 0.1246×e0.0159x 

○将来気候（豪雨量倍率中位予測値）の場合  y = 0.1246×e0.017x 

○将来気候（豪雨量倍率下位予測値）の場合  y = 0.1246×e0.019x 

 

上記にて導出した気候変動考慮後の降雨量－確率年関係の近似式に基づき、将来気候における降雨

量別確率年を算出した。算出結果を降雨継続時間別に表 2.3.5、表 2.3.6 に示す。 
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表 2.3.5 予測値別気候変動考慮後降雨確率年（降雨継続時間 1 時間） 

 

 

表 2.3.6 予測値別気候変動考慮後降雨確率年（降雨継続時間 48 時間） 

 

 

２．３．３ 気候変動による将来の豪雨・洪水の外力変化を踏まえた統合的浸水ハザード情報 

２．２にて導出した内外水の同時生起確率を統合的に評価したメッシュ別確率規模別浸水深分布及

び２．３．２にて導出した気候変動を考慮した降雨量別確率年により、気候変動を考慮した将来気候に

おける確率規模別浸水深を算出する。ここではモデル地区のモデル商店②の近接節点のうちの南西節点

に位置するメッシュを対象とし、将来気候における豪雨量倍率のシミュレーション結果のうち中位値に

ついて試算を行うものとする。 

２．２にて導出した現在気候における外力に対する確率規模別浸水深分布図を図 2.3.4 に、また同

上位値 中位値 下位値
mm/hr 年 年 年 年
32.05 2 1 1 2
37.31 3 1 2 3
43.29 5 2 3 6
47.13 7 3 4 8
51.23 10 4 5 12
59.11 20 6 9 24
63.77 30 8 13 37
69.73 50 13 20 64
72.68 70 16 25 83
74.06 80 17 28 94
76.76 100 21 34 121
81.19 150 28 47 181
84.82 200 36 62 252

確率年降⾬量
確率年（将来気候）

上位値 中位値 下位値
mm/48hr 年 年 年 年

150 2 1 2 2
200 5 3 4 6
243 10 6 8 13
279 30 11 14 25
293 40 13 18 33
320 50 20 29 54
340 75 28 40 80
360 100 38 57 116
380 150 52 80 170
395 200 67 103 226
400 220 72 112 249

確率年
確率年（将来気候）

降⾬量
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図について上記により試算した将来気候における確率規模別浸水深分布図を図 2.3.5 に示す。 

現在気候における確率規模別の浸水深分布よりも将来気候における浸水分布の方が図中左にシフト

していることが分かる。このことから、気候変動を考慮した場合、一定の浸水深が現在気候より高い確

率で発生しうることがわかる。 

 
図 2.3.4 モデルメッシュにおける確率規模別浸水深分布（現在気候） 

 

 
図 2.3.5 モデルメッシュにおける確率規模別浸水深分布（将来気候、中位値） 

 

２．４ まとめ 

 

本章では、氾濫を内水と外水に分けずに統合的に扱い、浸水ハザードとしてある地点における浸水深

とその年超過確率の関係を評価する手法について検討を加えた。検討対象とした 2 手法について、それ

ぞれの主要な成果を以下にまとめて示す。 

① 内水・外水の同時生起確率を考慮する手法 

 内水・外水に関わる雨量についてある閾値を超過する降雨イベントを抽出し、Freund の二変数指数分

51

気候変動下の都市における戦略的水害リスク低減手法の開発

２．４　まとめ



布を適用した極値統計解析を行うことにより、両雨量の同時生起確率を評価できることを示した。一方、

こうして得た雨量確率分布から「最大浸水深―確率年」図を作成するには大量に氾濫計算を行う必要が

あることが課題となった。ただし、氾濫水深が、内水氾濫では外水条件規定雨量によらず内水条件規定

雨量のみの関数として表せ、同様な関係が外水でも認められる場合には、同時生起確率の検討を省略し、

かつ既往の内水・外水それぞれについての氾濫解析結果を用いることで、近似的に統合的な評価が行え

ることを示した。

② 同一降雨量（確率規模）に対して生じうる浸水深の範囲（値域）を評価する方法

一定の降雨規模（内水であれば近傍の雨量観測所の 1 時間雨量等、外水であれば流域平均 2 日間雨

量等）に応じた浸水深が、降雨の時空間分布、潮位（河口出発水位）等により変化しうる幅を複数の

シナリオを設定することに算定する手法と、これらの分布幅から目的に応じた浸水ハザード情報を切

り出す考え方を提示した。

両手法の技術的な観点からの特長（２．１参考 2）や地域の浸水特性、目的に応じて使い分けるこ

とが望ましい。

第３章以降では、上記 2 手法による浸水ハザード試算結果および２．３に示した気候変動による将

来の降雨量増加の推算結果を用いて建物の浸水被害額などを算定している。なお、①の手法での内水

氾濫試算例は②より大きめの値となっているが、その要因として、①の試算ではマンホール（立坑）

における管内圧力水頭と地盤面との差として浸水深を算定する簡略化を行っていることや、河口水位

が高い一条件のみとしたことなどが考えられる。

また、４．１、４．２では、異なる浸水ハザード（浸水深の超過確率分布）に対する水害リスク算

定結果の変化について感度分析的に把握する目的で、上記①、②の手法による浸水深算定結果を与え

て、浸水被害額の推算を行っている。
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